
論説

韓国民族経済論の思想

コリア・イデオロギー

水 野 邦 彦

「地球化時代の経済至上主義とあいまって，

金
きむ

泳
よん

三
さむ

政府のむなしく終わった 世界化 の

議論は，民族主義の価値を，後光がさすどこ

ろか野暮ったくみせるのに一役買った」 と

いうように，昨今の経済国際化の風潮のなか

で民族主義はそれをさまたげる厄介もの扱い

される傾向があることが指摘されている。韓

国の経済思想のなかで民族主義ないし民族的

なものはどのような位置にあるのだろうか。

民族主義的な経済思想は朴
ぱく

玄
ひょんちえ

に代表され

るといえるが，本稿ではおもに朴玄 にそく

してこの立場を浮き彫りにしようと思う。

Ⅰ 解放後韓国の抑圧的植民統治体系

解放後の韓国資本主義における民族資本の

存在様式が，朴玄 のいうように植民地下朝

鮮の民族資本の存在様式とほとんど変わらな

い とすれば，その存在様式を許した韓国

の経済構造も，またそれに対抗する思想や運

動も，植民地下朝鮮と解放後韓国とにまた

がって相当程度の連続性があると思われる。

植民地下朝鮮の経済構造についていえば，そ

こでは日帝および日帝にすりよった親日派の

影響がきわめて大きかった。

「たとえば解放当時，製造業部門の 94％が

日本資本，そして技術者の 80％が日本人に

よって構成されていたが，日本が敗亡ととも

に資本と技術者を撤収させることによって，

ごく一部をのぞいて大部分の工場が稼働をと

めなければならない極端な状況に直面するこ

とになった」 といわれるほど，日帝期の朝

鮮には日本資本が入りこんでいた。したがっ

て日本人が所有していた各種財産をどのよう

に取りあつかうかは，解放後の朝鮮にとって

焦眉の課題であった。そこで朝鮮におけるあ

らたな支配者である米国は，かつて日帝の走

狗の役割をはたした者たち，すなわち親日官

僚らを，ふたたび登用させた。解放直後の

1945 年９月 15 日に在朝鮮政治顧問ベニン

ホーフが国務長官にあてた文書は，このこと

を物語っている。

日本人官僚の解任は，世論の見地からす

れば望ましいでしょうが，当分のあいだ

は実現はむずかしいでしょう。かれらは

名目上は追放されるでしょうが，実際に

はひきつづき業務を遂行することになら

ざるをえません。……（中略）……政治

情勢のなかで励みになる唯一の要素は，
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高い教育を受けている年老いた韓国人の

うち，数百名の保守主義者がソウルに存

在する点です。かれらの多くが日帝に協

力したのですが，そうした汚名は徐々に

消えることでしょう。これらの人士たち

は「臨時政府」の帰国を支持しており，

たとえ多数をなしているわけではないと

しても，単一グループとしてはおそらく

最大規模でしょう 。

こうして日帝警察などの親日官僚らを行政

と統治のための機能的人力とみなし，日帝占

有期の総督府支配構造をそのまま維持させた

米軍政は，親日官僚らをむしろ優遇し，米軍

政機構の核心構成員として充員していったの

である。行政上の統治にかぎらず経済構造に

ついても，米軍政は，朝鮮半島南半部全体の

財産の 80％に達する旧日本人財産をすべて

軍政庁に帰属させる措置を断行し，土地など

各種の資源を日帝時代の東洋拓殖株式会社の

後身である新韓公社に帰属させた。所有者の

ない土地は小作人たちの土地とされ，あるい

は地方人民委員会によって分配されるのがふ

つうであったにもかかわらず，かつて日本人

が「所有」していた土地が，米軍政のもとに

接収されたのである。こうして米軍政は，日

帝期の朝鮮総督府をも凌駕する巨大地主・巨

大資本家として，南の土地に君臨することに

なったのである。米軍政の支配は，かつて日

本がこの土地にやってきておこなったことの

単純な反復ないし延長だといっても過言では

なかった。米軍政はみずからを日本の総督府

と同一視して，日本がこの土地に設置してお

いたすべての機構をそっくりそのまま引きつ

いだのである 。

日帝の「抑圧的植民統治体系」は，「自主

的で民主的な国家を建設する」ために清算さ

れてしかるべきであったが，しかしそれは解

放後も残存した。いな，残存したという以上

に，つぎなる支配者によって積極的に継承さ

れ，むしろ強化された。それを継承し強化し

たつぎなる支配者はアメリカである。日帝時

代の「抑圧的植民統治体系」と解放後の「抑

圧的植民統治体系」とは連続しており，その

支配者としての日本と支配者としてのアメリ

カもまた連続している。日帝支配があったか

らこそアメリカ支配がなされたのである。端

的にいえば「８・15 後の民族分断と外勢の

継続的な政治・経済的支配が，過去の日帝植

民地統治の政治的で構造的な帰結であっ

た」 のである。

日帝時代の「抑圧的植民統治体系」は，容

易に清算されないほど朝鮮の政治経済機構に

深く浸透していたというより，むしろ朝鮮近

代化の骨格をなしてしまっていたというべき

であろう。だからこそアメリカは，この政治

経済機構とその周囲に陣取っていた親日官僚

たちを利用したのである。

そして支配構造と支配者が連続していたと

いうことは，それに支配された民衆の意識や

対抗イデオロギーも連続していたと考えられ

る。このような把握のうえに立ってこそ，つ

ぎの主張もいっそうよく理解できるであろう。

解放後の朝鮮人民の闘いを支える主体的

意識は，戦前の日帝時代（一九四五年

八・一五以前の時期）の闘いのなかで培

われてきたものと，まったく切れたもの

のように考えてはならない……。帝国主

義支配の表面的な構造は八・一五を経て

若干の変化を示したけれども，それと闘

う側の大衆意識は，いうまでもなく，

北海学園大学経済論集 第 53 巻第４号(2006 年３月)

⑷ 金仁杰ほか『韓國現代史講義』ソウル・とるべ

げ，1998 年，35-36 頁。

⑸ 金仁杰ほか『韓國現代史講義』33-34 頁，朴せ

ぎる『書き直す韓國史 １』61 頁，65 頁をみよ。

⑹ 金東椿『韓國社會科學のあらたな模索』ソウ

ル・創作と批評社，1997 年，33 頁。

― ―80



「旧日帝時代」のことはまったく忘れて

しまって，新たな米帝との矛盾にぶつ

かっていくというような形ではけっして

ない。反帝意識から，もっと日常的な権

力への感覚・生活感覚にいたるまで，

「旧日帝時代」のきびしい歴史のなかで

培われたものがいきいきと継承されてい

る 。

日帝期の「抑圧的植民統治体系」は，容易

に清算されないほど朝鮮の政治経済機構に深

く浸透していたというより，むしろ朝鮮近代

化の骨格をなしてしまっていたというべきで

あろう。日帝期に幅を利かせた親日派が解放

後にまともに清算されず，たちまち復権し，

ふたたび韓国社会の支配者の座についたのも，

そのためといえる。この「抑圧的植民統治体

系」にたいする抵抗イデオロギーもいぜんと

して民衆にとって不可欠の思想でありつづけ

た。朴玄 に代表される民族経済論も，民衆

にとって不可欠の抵抗イデオロギーだったの

である。

Ⅱ 従属的非自立的経済構造

日帝時代の「隷属経済」，李
い

承
すん

晩
まん

時代の

「援助経済」に対比して，朴
ぱく

正
ちょん

熙
ひ

は「自立経

済」論を主張したが，じつは朴正熙政権の経

済政策は「あらゆる外国資本の導入によって

成り立った外資経済体制」，外資導入と人力

輸出による輸出拡大至上主義的工業化であり，

非自立経済であったといわなければならない。

李承晩政権の援助経済体制が朴正熙政権の外

資経済体制に転換されたのは 1962 年に第一

次経済開発五カ年計画が始まったときであり，

この体制が本格化したのは 1965 年の韓日協

定（日韓条約）締結後であった。朴正熙はか

つての援助経済を脱却するために，のちにの

べる民族経済を具現するのでなく，外資導入

による輸出至上主義的高度成長を選び，その

ために韓日協定を結んだのである。韓日協定

締結が，商業借款などの日本資本を積極的に

導入させ，かつて植民支配国であった日本の

資本がふたたび韓国に浸透する道をひらいた

といえる 。韓日協定によって「韓日間の外

交関係が正式に結ばれ，韓国は経済・政治・

軍事など多方面にわたってふたたび日本に従

属しはじめた。まず日本からの輸入が急増し，

多くの企業が日本の借款によって建設され，

経済的従属関係があらわれはじめた」 。そ

の経済的従属関係はとりわけ 1970 年代に

入って拡大していったが，これの影響につい

て，十月人民抗争研究で知られる韓国政治史

学者の丁
ちょん

海
へ

龜
ぐ

はつぎのようにしるしている。

「まずは 1970 年のはじめに経済的危機が到来

した。この経済的危機は，大量の外資導入と

輸出振興政策によってできた施設過剰が，70

年代当初からはじまった対内外的需要減退に

ぶつかってあらわれた景気沈滞として，1960

年代の従属的資本蓄積が帰結せざるをえない

構造的危機であった。いっぽう従属的経済発

展は，基層民衆の犠牲にもとづいた独占資本

中心の発展であり，このため，1970 年代初

めに基層民衆の生活上の要求が噴出するとい

う結果がもたらされたのである。低穀価政策

に苦しんでいた農民たちが大量に離農し，労

働者は低賃金に搾取され，都市貧民は不安定

な生活基盤のなかで生存そのものをおびやか

されていた。……朴政権は 1970 年代におい

て従属経済発展をいっそう強化させようとし

韓国民族経済論の思想(水野)
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たのであり，これによって重化学工業が推進

される一方，強力な労働統制が実施されたの

である」 。

韓国資本主義は，従属的資本蓄積と従属的

経済発展にもとづき「あらゆる外国資本の導

入によって成り立った外資経済体制」であり，

非自立的経済構造をともなう民族経済歪曲の

所産とみなされるが，こうした韓国資本主義

の病弊を，朴玄 はふたつの要素に分析して

いる。第一は，国民経済と民族経済との乖離，

および，そのうえでの民族経済の衰退である。

全世界的性格を帯びた資本活動が資本主義発

展の独占段階で資本輸出を本格化させ，資本

輸出の過程で後進諸国の植民地化と虚構的近

代化がすすめられるとき，国民経済と民族経

済とが乖離する。いいかえれば国民経済内に，

民族的生存権を下からささえる経済領域たる

民族経済の領域と，民族的生存権を制約した

り縮小したりする経済領域たる外国資本ない

し買弁資本の領域とがみとめられるのである。

そこにおいて民族経済の社会的生産力をにな

う民族資本は，一民族の自主自立のための民

族解放や民族経済の確立にかんして重要な意

味を有するとされる。第二には，外国資本も

しくは買弁資本の官制産業支配・国民経済支

配，および，経済余剰の日常的流出が指摘さ

れ，それらが植民地経済構造をなしていると

する分析である。すなわち，外資・素材補

塡・市場において対外に依存し，輸出主導型

工業化と対外志向的成長政策が推進されると

いうのである。具体的にいえば，工業におい

ては生産財生産工業が缺如し，たとえ重化学

工業が増大しているといっても最終加工段階

における増大にすぎず，国内の他産業との緊

密な連関が成り立っていないため，経済活動

におけるその先導性が保証されないという，

ある種の「跛行性」がみられるという。した

がって国民経済を構成する生産財・消費財産

業が相互に連関しておらず，この連関におけ

る主要媒介項というべき中小企業が正当に位

置づけられないまま，中小企業は巨大資本の

蓄積基盤として利用され，下請系列企業とな

る。また農業も基幹産業としての位置を得て

おらず，農民の自己保存のよりどころとなる

だけで，過剰人口のプールとみなされるにす

ぎない。小農経営に停滞しつづける農業は，

農産物価格引き下げの要求に押され，農家負

債を累積させつつ，あらたな地主 - 小作関

係を生みだしている。とうぜん商業的農業と

しての農業生産は資本主義の循環的変動過程

に巻きこまれることになる。このような経済

状況が韓国資本主義の実態だというのであ

る 。

こうした韓国資本主義を批判する意図のも

とに民族経済論が登場する。民族経済論はし

たがって従属的資本蓄積と従属的経済発展，

対外依存の外資経済体制，非自立的経済構造

に対抗して，自立的経済構造を志向する。自

立的経済構造は，底辺に基礎産業である農

業・水産業・鉱業をすえ，そのうえに局地的

市場圏内に自己再生産の基盤をもつ農村工業

としての中小企業を，そのうえに国民的産業

としての消費財生産工業をおき，最上部に国

民的産業であり国民経済の先導産業である生

産財生産工業を位置づけることによって，緊

密な分業からなる経済構造を構想するもので

ある。自立経済とは民族経済の当為的で完成

された状態であり，民族経済による全国民経

済の統合を意味する 。

⑽ 丁海龜『光州民衆抗争研究』ソウル・四季節出

版社，1990 年，48-51 頁。

朴玄 「統一論としての自立的民族経済の方

向」本多健吉監修『韓国資本主義論争』世界書院，

1990 年，130-132 頁，朴玄 『民族経済論の構成

と基礎理論１』146 頁，148 頁，156 頁をみよ。

朴玄 「統一論としての自立的民族経済の方

向」131 頁，朴玄 『民族経済論の構成と基礎理

論１』148 頁をみよ。

― ―82 北海学園大学経済論集 第 53 巻第４号(2006 年３月)



Ⅲ 自立経済の実現のために

自立経済実現のために朴玄 は４点をあげ

る。第一に，国民経済の再生産条件の自己確

立，第二に，自己完結的・自律的再生産メカ

ニズムの形成，第三に，経済成長結果の国民

的または民衆的拡散メカニズムの定着，第四

に，国民経済と民族経済との統合，である。

第一の要素についていえば，民族が主体と

なり民族自決の経済的基礎を実現するために，

一国経済の主要再生産条件を民族資本が支配

することと，基礎需要を充足する相対的自給

自足体系を確立することが必要とされる。民

族資本とはまずなによりも民族経済に自己再

生産の基盤をもつ資本を意味し，いわゆる民

族系資本であるか否か，自民族出身の資本で

あるか否かは副次的属性とされる。もともと

民族資本は，外国資本・買弁隷属資本に対立

する概念なのである 。

韓日会談を前後して一部の知識人のあいだ

に「買弁資本」「経済的隷属」「新植民地化」

にたいする警戒や対抗の意識が芽生えたが，

それとともに，買弁資本・民族資本をめぐる

論争が起こった。この種の論争は日本植民地

時代よりおこなわれており，それが 1960 年

代の現実に合わせて展開されたものといえる。

たとえば李
い

ぎゅどんは「土着民の利益になる

とか土着民の利益のために依存する資本を民

族資本と規定するのであり，そうでない資本

は非民族的資本として区別」されるべきで，

「資本の国籍」によって買弁資本と民族資本

が規定されるわけではないとのべた。つまり，

たんに買弁資本とは外国資本であり，民族資

本とは韓国人資本であるとみなされていたわ

けではなかったのである。また「買弁資本は

外国資本によって原料を輸入したうえで，最

終段階の加工過程をへてこれを国産品として

販売することを本質とする」と論じた
ふあん
黄性
そん

模
も

は，買弁資本はおもに消費財生産・食料品工

業・紡績工業・奢侈品工業を意味するとみな

し，民族資本は「自国の原料と資本と技術と

努力によって商品を生産する資本」として外

国の支配を受けることなく外国商品に対抗し

うる資本であると規定する。黄性模は買弁が

当初の従属的商業資本として出発すると同時

に，また従属的産業資本の形態としても動き

だしたと考え，通常いわれるような買弁資本

は商業資本で民族資本は産業資本であるとす

る図式にはしたがわないのである。それは，

国内加工が可能な原資材を海外に搬出し外国

工業の購買代理人の役を買って出るものであ

れば，商業資本はもちろん産業資本も，実質

的な意味で買弁資本であると論じた李
い

ちゃん

よるにおいても同じである。

この人々はいずれも買弁資本と民族資本の

区別を，民族経済の自立的土台形成に寄与す

るのか，この土台を破壊するのかという，資

本の性格にもとづいて論じているのであり，

このような買弁資本・民族資本の概念設定は

1980 年代後半まで一部の進歩的知識人のあ

いだで通用していた。ちなみに 1960 年代に

は，朴正煕政権の産業化がおもに国際的分業

の枠のなかで韓国の安い労働力をもとに低技

術と労働集約的な軽工業分野を中心にすえて

いた現実を反映し，知識人のあいだでは，消

費財軽工業が買弁的産業（買弁資本），生産

財基幹産業が民族的産業（民族資本）とみな

される傾向がつよかったが，韓国の重化学工

業化がすすむ 1970 年代になると状況は複雑

になり，この買弁資本と民族資本をめぐる議

論は下火になったという。けれどもこの議論

は，たんなる情緒的な民族主義とは異なり，

民族経済の自立性と自己完結性といった現実

的問題を提起したものであったと評価されて

いる 。

朴玄 『民族経済論の構成と基礎理論１』155

頁をみよ。 以上，洪そんにゅる「1960年代韓國民族主義
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ただし梶村秀樹とちがって朴玄 は民族資

本と民族系資本とは同一視できないという。

民族資本は私的資本としてのみならず国家資

本としても想定される。民族資本は資本主義

的民族経済の社会的生産力をになう存在であ

り，民族経済を自己再生産の基盤とすること

で国民経済の構成部分になりつつも，民族資

本を蚕食し縮小させる非民族的な外国資本や

買弁資本とねばりづよく対立し，自己再生産

基盤の拡充のための自律的民族経済を追求す

るとともにこれを制約する政治・経済・社

会・文化的な要因を拒否するという性格を帯

びるとされる。こうした民族資本を育成する

ことが，民族経済の自主自立のための経済的

追求，さらには民族的利害と重なるというの

である。資本主義的国民経済下では民族資本

が民族構成員の自己存在の基盤であり，民族

の政治的・経済的統一体，民族経済の利害の

担い手となる。民族資本は，一民族の政治・

経済・社会・文化的な利害を体現した存在で

あり，資本としての再生産基盤を民族経済内

部にもつ。具体的には，素材補塡と価値補塡，

すなわち原資材関連と市場関連という，資本

の再生産工程上の二条件を，民族資本は有す

るとされる。たしかに民族資本は市場的要求

と民族構成員としての民族志向との板ばさみ

になり，最終的には矛盾をきたすであろうが，

それでも民族資本は自立的民族経済にいたる

重要な手段となるのである 。

自立経済実現のための朴玄 の第二論点に

ついていえば，外国資本への需要なくして拡

大再生産をはかり，国民経済の枠内で生産さ

れた経済余剰を民族構成員のなかで実現し，

その対外漏出を抑制する必要がある。

第三の点は自立経済が国民ないし民衆のよ

りよい生活への要求を充足することを意味す

る。自然の賦与状態に相応した民族の生活様

式にのっとり，相対的自給自足体系を確立す

ることで，自立経済への道がひらける。自立

経済は民族経済の完成形態であり，経済的側

面における民族的生活様式の完成を意味する。

この実現のために不可欠な相対的自給自足体

系は民族資本によって媒介される。民族的な

ものは民族主義的要求のうえに立つ生存権の

確保と発展であり，具体的な生活上の要求と

して民族的生活様式にたいする要求となる。

この民族的生活様式は自然的・領土的・経済

的条件によって構成され，代々にわたり伝承

され発展されねばならない。

第四の点にかんしては，外国資本の活動領

域を縮小させたり排除したりし，社会的に生

産された経済余剰の対外漏出を日常化させて

きた植民地経済構造を清算する必要がある。

植民地従属は民族資本を根底から消滅させ，

民族資本は買弁資本に転落するため，このば

あい民族資本の展開は悲劇的になる。そこで

植民地従属型資本主義発展をなす国において

は民族資本による民族主義運動が強調される。

民族的な資本は民族主義運動における同伴者

となりうるものであり，民族主義は古い遺制

の清算を要求する 。

Ⅳ 内包的工業化論

以上の論調はいわゆる内包的工業化論とみ

なされることが多いであろう。内包的工業化

論者の代表格ともいわれる朴
ぱく

ひぼむの論調は，

たぶんに民族経済の自己完結性を強調し外国

の 二 潮 流」『社 會 と 歴 史』第 62 集，2002 年，

188-190 頁をみよ。また黄性模「民族資本と買弁

資本」『世代』1964 年５月号，李ぎゅどん「民族

資本と産業構造」『青脈』1965 年６月号，李ちゃ

んよる「民族資本と買弁資本」『青脈』1965 年６

月号を参照。

朴玄 『民族経済論の構成と基礎理論１』148

頁，153-158 頁をみよ。

以上，朴玄 『民族経済論の構成と基礎理論

１』153 頁，158-160 頁，朴玄 「統一論として

の自立的民族経済の方向」132-134 頁をみよ。
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資本による隷属ないし従属を警戒する民族主

義論と，一定程度重なっているといえる。具

体的にいえば朴ひぼむは，経済発展の基礎を

なす鉄道・船舶・鉄・機械工業・金属工業と

いった基幹産業に外国資本が投資されなけれ

ばならないことを主張した。朴ひぼむが基幹

産業を強調するのは，これらの産業は後方連

鎖効果をもたらし，工業化全体を先導する土

台をなすものとみなされたためである。この

ような基幹産業なしには経済成長は不可能で

あり，消費財加工業を先導産業としていては

近代化は不可能だと朴ひぼむはみていたよう

である。

解放後韓国の開発独裁体制にたいしては当

時も一定の批判があったが，しかしそれは政

権の政策を全面的に否定するものとはかぎら

なかった。とうじ朴正煕軍事政権に批判的で，

屈辱外交反対運動にも積極的にくわわってい

た人々は，1960 年代につぎのように書きし

るしていた。「中産階級の未発達により，典

型的な市民革命を経ることのなかったわが国

は，まずは産業化に重きをおかなくてはなら

ないことは疑いえないし，そうすることが民

主化のよりどころを固めることにもなるのだ。

私たちは近代化というのが産業化にほかなら

ないことを銘記し，経済建設に総力をあげ，

経済自立を急がなければならず，対日国交正

常化もどこまでもこのような姿勢でのぞまな

ければならない」（車
ちゃ

基
ぎ

璧
びょく

）。「…… 60 年代韓

国の関心圏を支配したのは発展であり産業主

義思想である。……こんにち私たちの関心圏

にクローズアップされている問題意識は，近

代化であり，経済成長であり，工業化であり，

技術立国であり，国家発展論であり，民族繁

栄論である。……近代化は政治的独立のうえ

に経済的独立の内容を附与しようとする民族

主義のひとつの努力である。後進国の近代化

論は一口でいって民族主義の経済的表現であ

り，経済的民族主義運動である」（安
あん

秉
びょん

旭
うく

）。

これらは朴正煕軍事政権にたいする批判であ

るとしても，しかし同時に，産業化や経済開

発を強調し，それを民族主義と結びつける論

調であったといえる。それは，1960 年代の

知識人たちの大部分が韓国民族主義の基本的

課題のひとつとして産業化ないし経済開発を

強調していたという当時の歴史的条件のなか

では，自然なことであったともいえるだろ

う 。

たしかに内包的工業化論は民族経済の自己

完結性を強調する民族主義論と結びついて外

国資本の導入による経済開発がもたらす経済

隷属の問題を提起しており，従属性と買弁性

の克服のごとき第三世界の反帝国主義・反隷

属を強調する民族主義的要素が一定程度あっ

た。ここに内包的工業化論が民族経済論と重

ね合わせて語られる理由もあるし，じじつ朴

ひぼむら内包的工業化論者は，当時の経済学

者としてはきわめて稀なことながら，経済開

発問題をそれなりに民族の統合という課題と

結びつけていた痕跡もみられる 。

けれども基本的枠組みにおいて内包的工業

化論は，朴正煕政権の外資導入による近代化

論や経済開発，あるいは米国の第三世界開発

論とさほど違いはなく，民族経済論と同一視

しうるものではないと洪
ほん

そんにゅるは批判す

る。

……現実的に内包的工業化論は，外資導

入による経済開発と市場経済体制という

近代化の議論の基本枠のなかで基幹産業

優先か，さもなければ消費財産業優先か

洪そんにゅる「1960 年代韓國民族主義の二潮

流」181-182 頁をみよ。また車基璧「誤用された

民族主義：民族主義はけっして選挙の宣伝につき

るものではない」『思想界』1965 年５月号，安秉

旭「創造と渾沌の場」『思想界』1968 年８月号を

参照。

洪そんにゅる「1960 年代韓国民族主義の二潮

流」183-185 頁をみよ。また朴ひぼむ「ロストウ

の発展段階論的診断」『世界』1966 年９月号を参

照。
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という次元の論議にかぎられるもので

あった。実質的に〔それは〕根本的な経

済構造にたいする全面的批判ではなく，

外国資本の消費産業よりは基幹産業に

もっと投資しようという次元の国家政策

上の選択の問題として，とうじ韓国社会

で進行していた経済開発がもっていた対

外「隷属」問題を提起したものであった。

つまり内包的工業化論は， ４・19 時

の民主社会主義論・民族革命論の次元と

は異なり，一定程度既存体制内部で展開

された論議なのであった。これはとうじ

体制のなかで許容されえた反帝国主義・

反隷属・反従属を主張する民族主義的傾

向の限界を示す論議であったといえ

る 。

また資本主義経済体制において資本家は民

族構成員の枠内にとどまらず，むしろ外国と

の積極的な取り引きの推進によって利潤の増

大をはかるものといえるだろう。資本家が

「経済の国際化」をかかげて韓国内の民族主

義志向にさからう のは，なにも 1980 年代

以降にかぎった話ではない。したがって自立

的民族経済の要求は，資本家と対立する民衆

の要求にもとづいているとされ，民族経済は

民衆経済として論じられ，それは階級論的視

点をふまえてやがて韓国社会構成体論争にお

ける国家独占資本主義論へと流れこむ。朴玄

はまさしく国家独占資本主義論の立場を代

表する論客だったのである。

Ⅴ 民族的イデオロギー

ところで，こうした民族経済論は，「民族」

という看板をかかげているからには，民族性

ないし民族主義を意識しているはずである。

民族経済論者・朴玄 が構想する民族性とは

いかなるものか。

そもそも民族的な生とは，民族的感情や民

族的情緒でみたされた具体的な生であり，各

民族にはそれぞれが生きてきた気風や風土に

よって総合的に形成された生がある。そこに

は自然発生的に形成された民族的社会意識，

民族的感情，民族的心理，民族的意識と自覚，

民族的イデオロギーがみとめられる。それら

を包含した民族的生存権を確保し発展させる

ことが民族的（民族主義的）要求といえる。

民族のこうした要求ないし利害は，共同体発

展のための経済的必要性によって条件づけら

れており，逆にいえば領土的経済的関係は民

族的要求および民族意識に反映される。共同

体の発展に必要な物質的・精神的要求が呈示

されるとともに各人の所属意識と民族的自覚

とが生まれる。これら一連の民族的と称され

るもののなかで重要なのは民族的社会意識で

あるが，それは現実の 情緒的反映 であっ

て，概念的なものではない。こうした過程は

民族の再発見といわれる。それはすなわち民

族をあらためて社会的人種共同体の最高形態

と認識することである。ひとつの社会的人種

共同体のなかで人々がたとえ相異なる利害関

係におかれていたとしても，利害を調停しつ

つ民族の結合をはかることが，民族の再発見

の意義である。そしてこれは分断の克服，い

いかえれば「自主的な統一された民主主義的

民族国家の確立」を，志向する 。こうし

て民族性は必然的に民族の結合へと向かう。

気風や風土によって自然発生的に形成され

洪そんにゅる「1960 年代韓国民族主義の二潮

流」185 頁。

金東椿『近代のかげ』青木書店，2005 年，295

頁をみよ。

朴玄 「分斷時代韓國民族主義の課題」『韓国

民族主義論 』ソウル・創作と批評社，1983 年，

60 頁，朴玄 「民族經濟論の構成と基礎理論」

朴玄 ・曺喜 編『韓國社 構成體論爭（ ）』

ソ ウ ル・圖 書 出 版 は ぬ る，1989 年，527 頁，

531-532 頁をみよ。
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た民族性を土台としつつ，民族経済論は，分

断と対外従属と開発独裁を批判し，統一と民

衆的要求と民主主義を追求する。民族経済論

は李承晩政権の援助経済体制や朴正熙政権の

外資経済体制を批判するとともに，当時の韓

国社会のありかたを根抵から批判したのであ

る。したがって民族経済論は，支配体制にた

いする抵抗イデオロギー，社会批判イデオロ

ギーの性格を有するといえる。民族問題と同

様に民族経済論もイデオロギー水準ではじめ

て理論として定式化された体系をなしうると

みられる し，イデオロギー理論としてこ

そ，そこにおいて「人間的認識が様々な形態

と程度においてもつ対象性（客観性）と，認

識主体そのものを制約している歴史的・社会

的存在被拘束性とが，同時に把捉可能となる

であろう」 といえる。

けれども民族的イデオロギーの分析におい

ては，さまざまな階級のイデオロギーとその

相互関係に注意を向けねばならない。民族的

イデオロギーは，共同体の歴史的発展水準や

民族的利益や民族的価値が理論および概念と

して反映されているさまざまな見解の体系な

のであり，階級社会においては民族的イデオ

ロギーが純粋不変の姿で存在することはない

からである 。このことは民族的イデオロ

ギーにかぎらずイデオロギー一般についてい

えるだろうが，生き生きした思想があまねく

存在被拘束性 を帯びている ことを考え

れば，これらのイデオロギーもまた特定の

「存在」に拘束されているといえる。さきに

みたとおり民族経済論は，従属的資本蓄積や

従属的経済発展，対外依存の外資経済体制，

非自立的経済構造という前提のうえに成り

立っているものだが，そもそも「階級的利害

が意識のかたちをとって表明されたもの」と

いう「イデオロギーの第一の意味」 を考え

れば，それはとりわけ，こうした従属的非自

立的経済構造によって生活の困難に追いこま

れている韓国民衆という特定の「存在」にそ

くして形づくられたイデオロギーであるとい

える。そしてこのことは民族経済論のみなら

ず民族主義一般についてもあてはまる。

じじつ朴玄 の民族経済論は狭義の経済理

論にとどまらず意図的に民族主義ないし民族

主義思想へと展開されている。それは狭義の

経済学の枠内に民族主義をとりこむというよ

り，民族主義思想のもとに経済体制を変革し

ようとするもの，韓国経済のありかたを民族

主義の理念にそって方向づけようとするもの

である。その意味でこれを趙
ちょ

容
よん

範
ぼむ

のように経

済的民族主義とよぶこともできる 。そこ

での主眼は民族主義理念の実現にある。

では民族経済論が目指す民族主義とはいか

なるものか。それは，なによりも民族統一と

いえる。ところが韓国民族主義のなかで統一

志向がかならずしも明示されてきたわけでは

ない。

高度成長をとげた韓国は政治的および経済

的に民族主義理念を必要としない社会発展段

階に入り，「同じ民族なのだから」という情

緒的民族主義も弱化したと評される現状にお

いては，民族主義は積極的に民族国家建設を

志向せず，市場の論理，資本主義の論理にと

りこまれてしまっているようにみえる。一見

すると民族主義はそもそも近代資本主義社会

のなかで衰退してゆく性質のもののようにも

朴玄 「民族經濟論の構成と基礎理論」532 頁

をみよ。

竹内芳郎『イデオロギーの復興』筑摩書房，
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思われるが，しかし近代の民族主義はじつは

資本主義的産業化とその不均等発展，それに

ともなう排斥と差別化の産物であり，それに

抵抗するなかで，自己の社会集団の利害およ

び情緒を刺戟しこれを表面化するものである

ことを思えば，資本主義の論理にとりこまれ

つつも，資本主義市場社会の進行にともなっ

て民族主義が弱化するとはかぎらない。こん

にち韓国に流布している民族主義は経済的再

生産過程で発揮されることが多く，それはま

た，みずからの既得権をおびやかしかねない

民族統一より国家秩序の維持に執着する中間

層の利害意識とも一致するであろう。かりに

統一がみずからの生活水準の下落をともなう

とすれば，この人々は統一にたいして否定的

な態度をとる可能性が高いといわれている。

こうして民族主義は，かつては韓国の権威主

義政権を攻撃する進歩の論理であったはずだ

が，いまでは民族統一や国際化をもはばむ保

守的退嬰的論理と化してしまったかのように

みられている。

経済的利害にとらわれた民族主義，あるい

は「体制維持の論理」 となった民族主義と

は異なり，統一民族国家を志向する民族主義

を，金
きむ

東
どん

椿
ちゅん

は政治的民族主義とよぶ。政治

的民族主義はこんにち経済的再生産過程から

距離を置く学生や知識人たちの占有物とされ

てしまった感がつよく，この復権こそが韓国

で求められていると思われる。韓国に缺如し

ているのは統一民族国家の樹立をめざす政治

的民族主義であり，政治的民族主義の缺如が

民族主義を経済的利害優先意識や情緒的自国

中心主義や民族的閉鎖性にとじこめてしまっ

て，これらをのみ助長してきたといえる。世

界的動向として冷戦の和解によって民族主義

の空間が拡大してきたとされるなか，朝鮮半

島ではその具体的内容について合意がなされ

ず，統一が，すなわち民族国家樹立が成就し

ていないのである 。

徐
そ

仲
ちゅん

錫
そく

によれば，韓国では従来「民族主

義は民族主義として，近代化は近代化として，

分離して」あつかわれる傾向がつよく，一部

の学者が民族主義と近代化との相互連関に言

及したとしても，そのような主張は西欧思想

の移植だと批判されるだけであった 。こ

の分離された近代化だけが先行したため，そ

の後の政治的経済的状況の変化や南北関係の

動向のなかで，民族主義はうすらいでいるの

かもしれない。

結びにかえて

民族経済論は，いまだ達成されていない民

族統一のためのイデオロギーである。そして

民族的イデオロギーをはじめ民族的感情・民

族的心理・民族的自覚はたがいに孤立して存

在するものではなく，社会意識のより複雑な

副次的体系の構成部分であり要素である。こ

れら社会意識の副次的体系は 民族意識 も

しくは 民族的社会意識 と規定され ，

民族的イデオロギーはこうして民族的社会意

識のもとに収斂されるであろう。あらためて

いえば民族経済論は，韓国資本主義の非自立

的構造を分析し批判しつつ，分断を克服して

民族統一をはかる 思想 であり，社会批判

と社会変革のイデオロギーである。そしてそ

れは民族的社会意識の一要素となるべきもの

なのである。
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